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1.労働市場関係

全国における総人口は平成22年をピークに減少。令和
32年には総人口が令和7年時点の84.9％程度に減少
する見込みである。
沖縄においては、全国より12年遅れ、令和４年にピーク
を迎えた(146.9万人）。令和32年には、総人口が令
和7年時点の95.1％程度に減少するとされており、減少
スピードは全国よりも緩やか。

総人口推移と今後の予測（沖縄・全国） 年齢別人口構成の推移と今後の予測（沖縄）

資料：令和6年までは総務省「人口推計」、令和７年以降は国立社会保障・ 人口問題
研究所「日本の地域別将来推計人口」より作成

H12 H17 H22 H27 R2 R7 R12 R17 R22 R27 R32
総計 1,318 1,362 1,393 1,434 1,467 1,462 1,459 1,451 1,438 1,419 1,391
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資料：令和2年までは総務省「国勢調査」、令和7年以降は国立社会保障・人口問題
研究所「日本の地域別将来推計人口」より作成

地域別人口分布 地域別人口分布人口推移

65歳以上の人口は増加が続いており、今後も増加が続く
見通し。
15～19歳人口はR2からR17で8.4％減少。20-44歳も
減少傾向だが依然として一定数存在
人口の約９割が中南部に集中。R32年まで人口分布は
同様。中部は、R2年と比較してR27年まで人口減少しな
い見込み

資料：令和2年までは総務省「国勢調査」、令和7年以降は国立社会保障・人口問題
研究所「日本の地域別将来推計人口」より作成
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1.労働市場関係

資料：沖縄県企画部「労働力調査」より作成

労働力人口の推移（男女別）

【沖縄県】 【全国】

沖縄県の労働力人口は、令和6年時点で79.2万人。
平成25年時点に比べて約1.16倍（全国1.05倍）
沖縄全国ともに、男女の労働力人口は増加しており、
女性の増加率が高い。

資料：総務省「労働力調査」より作成

労働力人口の推移(推計)

R22年の労働力人口は、成長実現・労働参加進展シ
ナリオにおいて、R2年と概ね同水準となる。
実績ベースでは、 成長実現・労働参加進展シナリオを
上回っている。

労働力人口の推計（沖縄）

資料：独立行政法人労働政策研究・研修機構（2020）「労働力需給の推計-全国推計
（2018年度版）を踏まえた都道府県別試算-」より作成
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1.労働市場関係

若年層の課題

新規高卒者の求人倍率は高い。
一方で、新規高卒者の3年以内の離職率と、15～24
歳・30～34歳の失業率は全国を大きく上回っている。

［完全失業率］

［沖縄県の新規高卒者の求人倍率等の推移］ ［新規高卒者の離職率］

中高年の求職・就職状況

有効求職者は、若年層から中高年層まで幅広く分布
60歳以上の常用労働者は増加傾向にある。
60～64歳、65～69歳、70歳以上のいずれも増加傾
向にあるが、特に70歳以上の増加率は高い。

［沖縄県における60歳以上の常用労働者の推移
（31人以上規模企業）］

資料：沖縄労働局「高齢者の雇用状況調査」より作成

［月間有効求職者数
（令和6年度）］

資料：厚生労働省「職業安定
業務統計」より作成
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資料：総務省「労働力調査」より作成資料：沖縄労働局「新規学卒者の求人・
求職・就職内定状況」より作成

資料：沖縄労働局「新規学卒就職者の
離職状況」より作成
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1.労働市場関係

障がい者雇用の状況

県内の民間企業における障害者実雇用率は、全国平
均を大きく上回っている。
就業中の障害者の数は年々増加しており、特に精神障
がい者の増加率が高い。

［就業中の障害者の数（年度末）］［障害者実雇用率の推移］

資料：沖縄労働局「職業安定業務月報おきなわ」、
「職業安定行政年報」より作成

資料：沖縄労働局「沖縄県内の障害者
雇用状況の集計結果」より作成

女性を取り巻く雇用環境

沖縄県の女性の労働力率はR6年時点で58.3％と全
国よりも高くなっている。
また、雇用者に占める女性の割合も増加傾向にある。

［総雇用者に占める女性の割合］［女性の労働力率の推移］

資料：総務省「労働力調査」、沖縄県企画部「労働力調査」より作成
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２. 産業界のニーズ

有効求人倍率 従業員に求める能力
（企業アンケート）

経済活動を支える自動車整備士、電気工事士、配管
工が属する機械整備・修理従事者や、建設従事者、電
気工事従事者などの有効求人倍率は2倍程度高く、技
能人材の需要は高い。

50歳未満・50歳以上いずれも、上位５位に、職種に
特有の実践的スキル、ITを使いこなすスキルが求められ
ている。

資料：沖縄労働局「労働市場の動き」 より作成

61.4

56.7

27.8

24.7

23.6

48.3

46.9

28.1

43.8

16

0% 20% 40% 60% 80%

チームワーク、協調性・周囲と

の協働力

職種に特有の実践的スキル

コミュニケーション能力・説得

力

マネジメント能力・リーダー

シップ

ITを使いこなす一般的な知識・

能力（OA・事務機器操作など）

50歳未満 :n=381

50歳以上 :n=356 

50歳未満 50歳以上

0.98

2.31

2.30
1.81

0

0.5

1

1.5

2

2.5

3

1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月

有効求人倍率（R7.1～10)

職業計 機械整備・修理従事者

建設従事者

資料：沖縄県調査
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２. 産業界のニーズ

人材育成の課題（企業アンケート） DX人材の必要性（企業アンケート）

従業員に対して行っている人材育成の取組について、
正社員、非正社員ともに通常業務内での教育訓練
（OJT）（日常の業務を通じて、上司や先輩が指
導助言する）が最も多い。
従業員の能力開発や人材育成に関しての課題では、
人材育成を行う時間がないが最も多く、次いで指導で
きる従業員がいないとなっている。

人材育成の取組 従業員の能力開発や人材育成への課題

企業にDX人材が必要かどうかを尋ねたところ、「とても
必要」「ある程度必要」という肯定的な回答が最も多く、
一方で「必要ない」「取り組む予定はない」という否定的
な回答も一定数みられた。
DX人材に求めるスキルとしては、まず「基本的なITツー
ルを使いこなす力」が最も重視され、次いで「業務改善
やシステム導入の企画力」、「デジタル技術を活用した
業務改善や効率化の実行力」が求められている。

DX人材の必要性 DX人材に求めるスキルレベル
N=220

資料：沖縄県調査 資料：沖縄県調査
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３. 労働者のニーズ

仕事を探す前の訓練ニーズ
（求職者アンケート）

免許や資格を取得する理由
（求職者アンケート）

新しい仕事を探す前に、教育訓練を受けたいと回答し
た方は46.0％、受けたくない12.3％

n=187 教育訓練を受けたいか

仕事に役立つ免許や資格を持っている、または今後
取得したいと思う免許や資格があると回答し方にその
理由をきいたところ、新しい知識や技能を吸収するた
め46.2％、就きたい仕事に必要な能力を向上させる
ため43.4％、就職、転職や独立の際に役立つから
38.5％となった。

n=143
免許や資格を取得する（取得したい）理由

資料：沖縄県調査 資料：沖縄県調査
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３. 労働者のニーズ

会社を通じた教育訓練
（在職者アンケート）

向上させたい能力・スキル
（在職者アンケート）

実際に受けた教育訓練では、通常業務内で行うOJT
が最も多く、次いで社内でのOFF-JTが続く結果となって
いる。
一方で、受けたい教育訓練は、公的資格取得への支
援が最も多く、次いで社外機関によるOFF-JTという結
果となっており、会社側と従業員との間にギャップが見ら
れた。

仕事をするうえで、今後向上させたい能力・スキルにつ
いて、正社員では職種に特有の実践的スキル40.6％
が最も割合は高く、次いで高度な専門知識・スキル
38.2％となった。
正社員以外では、職種に特有の実践的スキル40.6％
が最も割合は高く、次いでITを使いこなす一般的な知
識・能力（OA・事務機器操作（オフィスソフトウェア操
作）など）28.2％が続いた。

【問 会社を通じて受けたい教育訓練】【問 会社を通じて受けた教育訓練】

資料：沖縄県調査 資料：沖縄県調査
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４. 教育訓練機関の状況（国・県・民間の役割分担）

専修学校数の推移(H25～R6年度） 国・県・民間の訓練機関の役割分担

〇現状
専修学校は増加傾向にあり、多くは那覇市に所
在
高等学校卒業後の大学進学者数は増加傾向にあ
るが、専修学校進学者数は減少傾向

〇現状
中部では、国の機関が学卒者向けの高度職業
訓練と、離転職者・在職者向けの短期訓練を
実施。
南部では学卒者向けの教育訓練を行う民間専
修学校が集中その多くは那覇市に立地。
特別支援学校は22校（分校１校）設置されて
いる。
本県の高等学校の児童生徒数は、平成25年度
の47,532名から令和6年度には42,071名と減少
傾向にあるが、特別支援学校及び特別支援学
級の児童生徒数は全国同様に増加。

【職能校等の配置】

【専修学校（専門課程）進学者数
（高等学校・各年度末）】

【大学進学者数
（高等学校・各年度末）】

【学校基本調査（沖縄県統計課）】【学校基本調査（沖縄県統計課）】

【学校基本統計（沖縄県統計課）】【学校基本統計（沖縄県統計課）】

【学校基本調査（沖縄県統計課）】【学校基本調査（沖縄県統計課）】

【学校基本統計（沖縄県統計課）】【学校基本統計（沖縄県統計課）】
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５. 教育訓練機関の状況（国・県・民間の役割分担）

資料：文部科学省ホームページより
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５. 教育訓練機関の状況（国・県・民間の役割分担）

資料：厚生労働省ホームページより


